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環境対応車への買い換え・購入に対する補助制度について 

（申請受付開始後追補版） 
 

平 成 2 1 年 6 月 1 9 日 

経済産業省製造産業局自動車課 

国土交通省自動車交通局総務課企画室 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◇ 乗用車（登録車・軽自動車）及び重量車（トラック・バス等）について、以

下の対策を実施します。 

 

①  経年車の廃車を伴う新車購入補助 
 

最初の登録等から１３年に達した古い車を廃車して、一定の環境性能

を有する新車を購入する者に対する補助。 

 

２．補助対象車と補助金額について 

古い車を廃車して一定の環境性能を有する車を購入する場合、また

は古い車の廃車を伴わなくとも環境性能に優れた車を購入する場合に

補助金が交付されます。 

概要 

１．制度の趣旨 

環境性能の良い新車の買い換え・購入を促進することにより、環境

対策と景気対策を効果的に実現することを目指しています。 
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＜乗用車＞ （登録車・軽自動車） 
要  件 登録車 軽自動車 

車齢 13 年超車から平成 22 年度燃費基準達成車へ ２５万円 １２．５万円 
 

 

＜重量車＞ （トラック・バス等） 
要  件 小型(GVW3.5t ｸﾗｽ) 中型(GVW8ｔｸﾗｽ) 大型(GVW12t ｸﾗｽ) 

車齢 13 年超車から 

新長期規制適合車へ 
４０万円 ８０万円 １８０万円 

 

 

 

②  新車購入補助（経年車を廃車しない場合） 
 

古い車の廃車を伴わなくとも環境性能に優れた新車を購入する者に

対する補助。 
 

＜乗用車＞ （登録車・軽） 
要  件 登録車 軽自動車 

排気ガス性能４☆かつ平成22年度燃費基準+15%以上 １０万円 ５万円 
 

 

＜重量車＞ （トラック・バス等） 
要  件 小型(GVW3.5t ｸﾗｽ) 中型(GVW8ｔｸﾗｽ) 大型(GVW12t ｸﾗｽ) 

平成 27 年度燃費基準達成車 

かつ NOx 又は PM+10%低減 
２０万円 ４０万円 ９０万円 

 

 

 

◆平成２１年４月１０日※にさかのぼって適用されます。  
※政府・与党の「経済危機対策」の発表日 

 

◆予算規模については、補助金の対象となる台数見通しなどに基づき積

算を行っており、現時点では、本年度末まで十分な予算を確保している

と認識しております。 
 

 

 

 

 

 

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金、低公害普及

促進対策費補助金など国による他の補助制度と重複して補助金を受

け取ることはできません。 

御注意ください！ 
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① 新車：平成２１年４月１０日から平成２２年３月３１日までに新車新規登

録（登録自動車）または新車新規検査届出（軽自動車）された自

動車 
 

※現金購入のみならず、ローン、割賦・クレジットにより購入されたもの

も対象となります。リース、レンタルに供する車として購入されたもの

も対象となります。 

 
 

② 廃車：上記期間に、顧客が販売店（ディーラー）等の引取業者に自動

車リサイクル法に基づく「使用済自動車」として引き渡した、車齢

１３年に達した自動車 
 

※顧客が廃車の意思表示し、使用済自動車として引取業者に引渡し、

廃車の引取を証する書面の発行を受けたもの。 

 

※ディーラー名義に変更して引取をせず、顧客名義のまま引取を行っ

てください。 

 

 
 

 

 

さかのぼって適用されるのは、平成２１年４月１０日までである

ため、それより前に廃車引取、新車新規登録又は新車新規検査届出

が行われている車両については対象となりませんので御注意くださ

い。 

 

平成２１年４月１０日から平成２２年３月３１日までにそれぞれ必要な

手続きがなされている新車と廃車が対象となります。 

 

御注意ください！ 

新車及び廃車の定義 
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車齢１３年の起算は、廃車する車の初度登録日（軽自動車は初度検査

日）です。ただし、廃車する車については、１３年車検を受検することを求

めるものではありません。  

 

車齢が１３年に達する直前の車を廃車して新車を購入する場合、新車の

新規登録(届出)時に、廃車する自動車の初度登録(検査)年月日から、購

入した新車の新規登録(届出)日までの期間が、１３年以上であれば対象と

なります。 
 

（例）１３年車検の期間中（１２年１１月以降）に使用済自動車を引き渡し、初度起

算１３年に達した日に新車新規登録した場合は対象。 

 

新車登録（届出）後に廃車する場合は、廃車する車の初度登録(検査)年

月日から、当該廃車を引取業者に引き渡した日までの期間が１３年以上で

あれば対象となります。 

 

なお、軽自動車については、初度年月日が特定できない（年または年月

は特定できるものの、日が特定できない）ものが存在します。その場合、車

検証の交付日、軽自動車税申告書、保管場所標章番号通知書、初期点

検記録簿、自賠責保険証明書等で年月日が確認できる場合は当該年月

３．経年車（１３年超車）を廃車し、新車を購入する場合 

最初の登録等から１３年に達した古い車を廃車して、一定の環境性

能を有する新車を購入する者に対する補助です。 

廃車の日は、販売店（ディーラー）等引取業者に廃車の意思表示をし

て、販売店等から廃車の引取を証する書面の交付を受けた日です。 

廃車する車は、それまで１年間以上申請者が使用していたことが求

められます。購入した新車は、購入後１年以上使用することが求められ

ます。 

新車の登録等と廃車の順序は問いませんが、３ヶ月以内に両手続き

が行われている必要があります。 

車齢１３年超の考え方 
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日とし、これらにより確認できない場合は、検査証に記載されている年月

の最終日で初度検査が行われたものとして起算します。 

 

 
 

 

 

 

 廃車については、使用済自動車として引き渡した日より前に１年間以上

申請者が使用していたことが求められます。 

  

 
 

 

 

 

 新車については、新車新規登録日または新車新規検査届出日より１年

間以上の使用が求められます。違反すると補助金を返納いただくことにな

ります。なお、事故等により新車を滅失した場合は返納の必要はございま

せん。  

 

 
 

 

 

 

新車の登録等と廃車の順序は問いませんが、新車の登録等と廃車を引

き渡すことが一連の行為と認められることが必要であるため、３ヶ月以内

に両手続きが行われていることが必要です。 

 

これらを踏まえた、廃車と新車のタイミングのイメージについては、以下

のとおりです。 

 

【廃車の引取日が１３年以上経過している場合の新車登録】 

廃車の引取日が初度登録（検査）年月日から１３年以上経過している

場合、新車の登録は、当該引取日の前後３ヶ月以内であれば対象と

なります。 

 

廃車の使用期間（１年間以上） 

新車の使用期間（１年間以上） 

廃車と新車のタイミング（３ヶ月以内） 
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            制度の遡及適用日   車齢１３年以上到達日 ※13 年車検は求めず 

≪平成 21年 4月 10 日≫ ≪平成 21 年 7月 31 日≫  

  初度登録年月日                     

   ≪平成 8年 8月 1日≫                廃車引取日(１３年以上経過) 

                            ≪平成 21年 9 月 1日≫ 

 

 

 

  

 
※新車は登録後１年間使用 

 

車齢１３年間 

６月２日～         

廃車前３ヵ月以内新車 

１年間使用 

～１１月３０日         

廃車後３ヵ月以内新車 

廃車 

新車 

 

 
※新車の購入は引取日の前でも後でも、引取日より３ヶ月以内であればかまい

ません。 

 

 

なお、廃車の車齢が１３年に達していなくとも、以下のようなケースは認

められます。 

 

【車齢１３年に達する直前の車を廃車して新車を登録・届出する場合】 

車齢が１３年に達する直前の自動車を廃車して新車を登録（届出）す

る場合、新車の新規登録（検査）時に、廃車する自動車の初度登録

（検査）年月日から新車の登録日までの期間が１３年以上あれば対象

となります。 
 

 

    初度登録年月日         廃車引取日         車齢１３年到達日 

     ≪平成 8年 7月 10 日≫   ≪平成 21 年 4 月 10 日≫   ≪平成 21年 7 月 9日≫ 

              （車齢 12年 10 ヵ月目の 1日目以降） 

 

                                  ※13 年車検は求めず                                          

 

 

 

 

 

 

 

                           新車新規登録日 

≪平成 21年 7月 9 日≫ 

車齢１３年間 

１年間使用 

廃車から３ヵ月以内 １年間使用 

廃車 

新車 
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乗用車については燃費性能、重量車については排気ガス性能が以下の

とおり求められます。 

 

＜乗用車＞ 燃費性能：平成２２年度燃費基準達成車 

         ＜以下のいずれかのステッカーが貼付されている＞ 

 

  

 

 
 

 

 

      
 

※ディーゼル車については平成１７年度燃費基準達成車 

 

 

＜重量車＞ 排ガス性能：新長期規制適合車 

 

 
 

 
 

 

 

 

乗用車間、重量車間における乗り換えについては認められます。例え

ば、登録車から軽自動車、重量車間での乗り換え（小型から大型等）、自

家用から事業用等（それぞれ逆も含む）は補助の対象となります。 

ただし、乗用車から重量車、トラックからバス等（それぞれ逆も含む）当

該自動車の使用目的が著しく異なる自動車への乗り換えについては補助

の対象となりません。 

 

 
 

 

 

 

 

環境性能の良い福祉車両等は対象となります。 

乗り換えについて 

新車に求められる環境要件 

福祉車両等について 
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経年車を廃車し、新車を購入する場合は、廃車については過去１年間

以上使用していたこと、新車については１年間以上の使用が求められます。

ただし、その間、親から子供などへの譲渡等に伴う使用者の名義変更に

ついては、同一世帯内におけるものであって住民票で確認できる場合であ

れば認められます。同一世帯でなくとも、戸籍謄本により二親等以内の親

族であることが確認できる場合は対象となります。 

なお、同様に、新車と廃車の使用者名義が異なっていても、同一世帯又

は二親等以内の親族であることが確認できる場合は対象となります、 
 

 
 

 

 

 

平成２１年４月１０日より前に廃車引取、新車新規登録又は新車新

規検査届出が行われている車両については対象とはなりませんので

御注意ください。 

廃車は自動車リサイクル法上の「引取」ですので、一次抹消や永久抹消

ではございません。また、同法に基づき、「引取証明書」を販売店（ディーラ

ー）等の引取業者から必ず受け取ってください。 

 

名義変更について 

御注意ください！ 
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乗用車、重量車ともに燃費性能及び排気ガス性能が以下のとおり求めら

れます。 

 

 

＜乗用車＞ 排気ガス性能４☆かつ平成２２年度燃費基準＋１５％以上 

         ＜燃費基準は以下のいずれかのステッカーが貼付されている＞ 

 

      

 

 
 

※ディーゼル車については平成１７年度燃費基準となります。 

 

 

 

＜重量車＞ 平成２７年度燃費基準達成車かつＮＯｘ又はＰＭ＋１０％低減 

 

       など 
 

 

 

 

 

 

 

４．新車購入補助（経年車を廃車しない場合） 

古い車の廃車を伴わなくとも環境性能に優れた新車を購入する者に

対して補助します。購入した新車は、購入後１年以上使用することが求

められます。 

本年４月１日より開始されている自動車重量税、自動車取得税の減

免措置の対象と同じです。 

新車に求められる環境要件 
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環境性能の良い自動車を改造した一部の福祉車両等についても、燃費

値の判定等を行う制度等が設けられることに伴い、買い換え・購入補助の

対象となります。これらの制度等は 8 月中旬頃までに実施される見込みで

す。4月以降に登録等が行われた自動車についても、制度の開始時（本年

4月 10 日）から適用されます。なお、税の減免措置についても同様の取扱

いを行います（適用は 4月 1日から）。 

 

 
 

 

 

 

 新車については、新車新規登録日または新車新規検査届出日より１年

間以上の使用が求められます。違反すると補助金を返納いただくことにな

ります。なお、事故等により新車を滅失した場合は返納の必要はございま

せん。  

 

 
 

 

 

 

新車を購入する場合は、１年間以上の使用が求められます。ただし、そ

の間、親から子供などへの譲渡等に伴う使用者の名義変更については、

同一世帯内におけるものであって住民票等で確認できる場合であれば認

められます。なお、同一世帯でなくとも、戸籍謄本等により二親等以内の

親族であることが確認できる場合は対象となります。 

 

 
 

 

 

 

平成２１年４月１０日より前に新車新規登録又は新車新規検査届

出が行われている車両については対象とはなりませんので御注意く

ださい。 

 

新車の使用期間（再掲） 

名義変更について 

御注意ください！ 

福祉車両等について 
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（１） 車齢１３年超車の廃車（経年車の廃車を伴う新車購入補助の場合）及

び一定の環境性能を有する新車の購入、新規登録（届出） 
 

（２） 申請者は、直接または新車を購入したディーラーを通じて申請書類の

入手、当該ディーラーを通じてディーラー団体に申請書類を送付 
 

（３） ディーラー団体は、申請書類の確認、整理を行い、審査機関に送付 
 

（４） 審査機関は審査後、金融機関を通じて補助金を申請者に直接交付 
 

（５） 審査機関における申請受付は６月１９日に開始 

 
【申請フロー】 

 

５．申請手続きについて 

補助金の申請者は新車の購入者※１です。申請者は直接または販売

店（ディーラー）を経由して審査機関※２に申請書を提出いただきます。

申請から補助金の交付までは、申請が集中する時期を除き数週間程

度を予定しております。 
 ※１ リースやレンタカーは、リース会社、レンタカー会社が申請 

 ※２ 審査機関は以下のとおりです。 

乗用車・重量車（自家用）： 次世代自動車振興センター 

      事業用バス・トラック等： 国土交通省 
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申請に当たって必要となる主な書類は以下のとおりですが、詳細につきま

しては、ディーラーにお問い合わせいただくか、次世代自動車振興センター

のホームページ（http://www.cev-pc.or.jp）、国土交通省のホームページ

（http://www.mlit.go.jp/jidosha/kankyo.html）において御確認ください。  

 

 

◇ 経年車の廃車を伴う新車購入補助の場合  

 

１．補助金交付申請書  

２．廃車が１３年超であること及び１年以上使用したことを証する書面（廃

車の詳細登録事項等証明書等）   

３．新車の登録（届出）、環境対応要件を満たしていることを証する書類

（新車の車検証のコピー） 

４．本人確認書類（住民票、運転免許証、健康保険証等のコピー） 

５．名義変更を伴う場合は、同一世帯又は二親等以内の親族における

名義変更であることを証する書類（住民票、戸籍謄本等のコピー）  

６．補助金振り込み先金融機関の通帳のコピー 等 

 

 

◇ 経年車の廃車を伴わない新車購入補助の場合  
   

１．補助金交付申請書  

２．新車の登録（届出）、環境対応要件を満たしていることを証する書類

（車検証のコピー） 

３．本人確認書類（住民票、運転免許証、健康保険証等のコピー） 

４．補助金振り込み先金融機関の通帳のコピー 等 

  

６．主な申請書類について 



13 

 

 

 

 

 

新車購入される方は、まずディーラーにお問い合わせください。なお、各機

関の本部の連絡先は以下のとおりとなっております。  

 

【補助実施機関】 

（乗用車・重量車（自家用）） 

◇次世代自動車振興センター  

電話 ： ０３－３４３４－３６８０ 
 

（事業用バス・トラック等） 

◇国土交通省 自動車交通局 総務課企画室 

電話 ： ０３－５２５３－８１１１ （内線 ４１-１６３、４１-１８２） 
 

【関係業界団体】 

◇日本自動車販売協会連合会 

電話 ： ０３－５７３３－３１０４ 
 

◇全国軽自動車協会連合会 

電話 ： ０３－５４７２－７８６１ 
 

◇日本自動車工業会 

電話 ： ０３－５４０５－６１４８ 
 

◇日本自動車輸入組合 

電話 ： ０３－５７６５－６８１３ 
 

【担当官庁】 

◇経済産業省 製造産業局 自動車課 

電話 ： ０３－３５０１－１５１１ （内線 ３８３１） 

 

◇国土交通省 自動車交通局 総務課企画室 

電話 ： ０３－５２５３－８１１１ （内線 ４１-１６３、４１-１８２） 

 

 

７．お問い合わせ先 


